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研究成果の概要（和文）：　本研究は、財政政策から生じる将来の世代間の経済的な不均衡の状況をよりわかり
やすく提示するために、世代会計の果たす役割や指標提示の条件について明らかにすることであった。
　本研究では、世代間の不均衡の最も大きな要因の１つである年金財政の評価について、平成２６年財政検証報
告を用いて、その提示されている代替率の指標は代表的な年金受給世帯の評価としては適切性に欠くことを定量
的に明らかにした。また、地方財政の評価としても、現状の財政評価指標は不十分さを持っていることを明らか
にした。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the role of the Generational Accounts and some 
conditions in opening the indicators for evaluating the economic imbalances among generations comes 
from public policies.
 On the public pension system which makes large generational imbalances, this study point out the 
opened “replacement ratio” in the last Financial Verification Report is not adequate for 
evaluating the pension benefit of the future representative household. In addition, current 
indicators are insufficient for evaluation the future fiscal status of local governments.

研究分野：加齢経済学
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  ５版



１．研究開始当初の背景 

(1) 急速に高齢化が進む日本において、社会

保障関連支出の増大、並びに社会保障財政の

持続可能性について、長期的な視点で評価し、

適切な財政改革、社会保障改革を行うことが

必要であった。 

(2) 上記の問題のもと、社会保障の財政運営

や、地方公共団体の財政運営を効果的に把握

し、また将来世代の負担を適切に評価するこ

とはできる政策的なツールが求められて来た。 

 

２．研究の目的 

(1) 上記の研究開始当初の状況にかんがみ、

研究者が取り組んできたのは「世代会計」と

いう世代間の財政的不均衡を定量的に明らか

にするツールである。そこで、本研究におい

ては、今後の社会保障財政改革、地方財政改

革等において政策的応用のための条件に関す

る研究を行うことを目的とする。 (2) 上記の

総括的な目的のブレークダウンとして、第１

に社会保障改革の分野においては世代間の不

均衡の最も大きな原因の１つである公的年金

について、その財政的持続性と世代間不均衡

を把握する指標について明らかにすることを

目標とする。 

(3) 第２として、地方財政について将来の世

代の負担や少子化対策の効果について適切に

評価できる指標や現状政策の評価を行う条件

を明らかにすることを目的とする。 

 

３．研究の方法 

(1) 第１の社会保障政策、そのうち公的年金

制度については、基礎の政策的指標となる平

成２６年年金財政検証報告の将来世代の期待

所得代替率に適切性を定量的に検証する方法

を以って、将来世代へ及ぼす影響を明らかに

することとする。 

(2) 第２の地方財政政策については、現状の

地方財政政策の評価指標と、世代会計の考え

方に依拠した政策評価指標を比較し、指標が

もつ情報の説明力を定量的に検証する方法を

とることとした。 

 

４．研究成果 

(1) 社会保障政策のパートに関しては、公的

年金の『平成26年財政検証結果レポート』の

指標の妥当性を検証した。この「検証レポー

ト」では夫が勤労者で妻は専業主婦という退

職世帯をモデル受給者として、現役男子1人賃

金に対する所得代替率という指標において

50％が将来まで維持されるという試算が公表

されている。しかし、実際に将来世代が受給

を始める頃には、モデルとされている専業主

婦世帯はマイナーな存在で代表値とは言えな

い。 

図１ 所得代替率の将来見通し 

 
出所:国民年金及び厚生年金に係る 財政の現況及び見

通し ｰ 平成 26 年財政検証結果 ｰ 厚生労働省 平成 26

年 6 月 3 日(21 回社会保障審議会年金部会 平成 26 年 6

月 3日 資料 1-1),p.11. 

 

(2) 本研究では、レポートのもっとも高い所

得代替率が実現できるケースを前提として、

独自に試算した結果、実現される所得代替率

は共働き世帯で40.0％、また単身世帯では

37.9％とかなり小さくなることが分かった。

この結果からすると、代表値として専業主婦

世帯の所得代替率50％以上が将来も保証され

るという情報は、現在世代の老後のための貯

蓄を棄損している問題点をもたらしていると

いえる。 

 

図２ 公的年金の期待受給額と個人貯蓄 



 

 

(3)第１に国民年金法の定めに従い、「働く夫

と専業主婦の世帯」というモデル世帯につい

て所得代替率を試算するという点では正確性

は維持されているといえる。しかし、第２に

そのような世代は将来の受給世帯の代表的な

モデルとは言えないため、妥当性に問題があ

ることを示した。そこで第３に、公表されて

いる所得代替率数値の有効性を評価するため、

厚生省の公表している試算結果の数値に

100％依拠して所得代替率を独自に試算した

ところ、共働き世帯で40.0％、また単身世帯

では37.9％と厚生労働省が保障している将来

の所得代替率よりもかなり小さくなることが

分かった。そして、このような過大（アンフ

ェア）な期待年金給付水準の情報を示すこと

により、現在の勤労世代が将来必要な額より

も過少な貯蓄しか行わないことで、日本全体

の資本蓄積にも負の影響が懸念されることを

指摘した。  

 

(4) 図3 既存の健全化判断比率 

  

地方公共団体の財政評価指標については既存

の健全化判断比率の指標に比して、世代会計

の考え方を応用した高齢化資金過不足額指標

を比較した。 

 (5)この結果を見ると、今回推定した高齢化

資金過不足率と将来負担比率の相関は0.229

であることがわかる。ここから、将来負担比

率の指標では高齢化によって将来生じる財政

リスクの2割程度しかわからないことになる。

逆に言うと1.000÷0.229＝4.37であるので、

高齢化資金過不足率という指標を導入したこ

とで、自治体の将来の高齢化による財政リス

クについて4倍以上の情報が得られたことに

なる。また、現在の高齢化率と将来の高齢化

率を比較して、高齢化の進行を示した高齢化

倍率でも、0.392と4割程度の情報しか反映さ

れておらず、冒頭に示した高齢化の人口予測

だけでは、地方自治体の将来直面する財政リ

スクを十分に表してはいないことがわかった。  

 

 

(6)このほか、地方政府が単独で行っている少

子化対策事業の効果を出生率等の指標で確認

する研究を行った。 

 本研究では、本稿においては、東北地方の

現在および将来の少子・高齢化の状況は極め

て深刻なものであるとの認識に立ち、少子化

対策事業を検討するため、市町村財政の決算

のうち、扶助費の児童福祉費に注目した。２

０１５年時点の国勢調査結果から独自算出し

た東北地方の市町村別粗出生率と上記の児童

福祉費（０歳児一人当たり）の関係を回帰分

析したところ、２乗項で有意に正の偏回帰係

数が得られた。また、地方単独事業よりも補

助事業の方で効果があるとの結果が得られた。

このことから、東北地方で市町村の出生率の

改善には、市町村単独事業よりも補助事業に



よる扶助費増加の政策が期待されるというこ

とが言える。 

 

表2 東北市町村粗出生率と児童福祉事業 
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